
になる話題
なになに？ へぇ～！

変動金利型住宅ローンのしくみ

❶基準金利の見直しは年2回

　住宅ローンには、大きくわけて①変動金利型、②固定金利型、③一定期間固定金利型の3種類あります。
　ここでは①変動金利型のしくみについてご説明します。

○お借入後の基準金利の見直しは、4月1日と10月1日の年2回行われます。
○新しい融資金利は、一般的には6月または12月の翌月の返済分から適用さ
れます。（ボーナス返済利用の場合は、基準金利見直し以降最初に到来す
るボーナス月の翌月返済分から適用）

※以上となりますが、金融機関によって異なる場合や、注意点もありますので、詳しくは取引金融機関までお問い合わせく
ださい。

❷返済額の変更ルール

①毎回の返済額は、変動金利適用開始日から起算して約5年間変更されません。
（利息と元金の合計が同じ）

返済額
返済額は変更前の
返済額の1.25倍以内

返済額
金　利

変動金利型住宅ローンのイメージ

返済期間10年５年

金　利

半年ごとに金利は見直し

返済額は５年ごとに見直し

※気をつけたいのは、返済額が変わらなくても、金利が見直されると利息と元金の内訳が変化することです。
・金利が上がると、返済額に占める利息の割合が増え、元金の返済が進まなくなります。
・金利が下がると、返済額に占める利息の割合が減り、元金の返済が進むことになります。

②返済額の変更は、金利がどんなに上がっても、変更前の返済額の1.25倍までと決まっています。

教えてくれる人！

清水銀行藤枝支店

支店長 齋木 亮
サイキ リョウ
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当所では、藤枝市内小規模事業所の経営動向を把握するため、四半期ごとに景況調査を実施しています。
令和８年４月〜６月期の調査がまとまりましたので、概要を報告します。

※本調査は、製造業・建設業・卸売業・小売業・サービス業の５種200社を対象に行っています。今回の回収率57.0％

【主要な表現について】

○業況判断：調査対象企業が自らの業績に下した判断。

○ＤＩ値：( 増加・好転と回答した割合 ) － ( 減少・悪化と回答した割合 ）  悪化すればするほどＤＩ値は▲ ( マイナス ) になります。
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管内全産業の業況
前回（0）から悪化。材料価格の上昇や材料の入手難が引き続き課題となっています。また、人手不
足や熟練技術者の確保難も続いており、受注機会があっても対応しきれない状況が見受けられます。
前回（▲ 55.6）から改善。依然としてマイナス水準ではあるものの、前回と比べると持ち直しの
動きが見られます。一方で、原材料仕入単価の上昇や人件費の増加、需要の停滞などが課題となっ
ており、収益面では厳しい状況が続いています。
前回（▲ 44.4）から大幅に改善。売上や引合いなどに一部改善の動きが見られ、業況判断は前回
から大きく持ち直しました。ただし、仕入単価の上昇や人件費の増加、金利負担の増加など、コス
ト面での負担は依然として大きい状況です。
前回（▲ 22.2）から大幅に悪化。物価上昇による消費者の節約志向に加え、消費者ニーズの変化
や需要の停滞、競争の激化などが影響しているものと考えられます。売上・採算面ともに厳しい状
況が見受けられます。
前回（0）から改善。売上・収入額や利用客数などに改善の動きが見られ、業況判断はプラスとな
りました。一方で、人件費の増加や従業員の確保難、仕入単価・材料費の上昇などの課題は続いて
います。

◆ 経営環境の特徴
調査全体では、依然として厳しい状況が続く中、製造業、卸売業、サービス業では改善が見られました。一方で、建設業と小
売業は悪化し、業種によって景況感に差が表れています。原材料費や人件費の上昇、人手不足などの課題も引き続き見られます。
◆ 総括
今回の結果では、厳しい経営環境が続く中、サービス業や卸売業では改善の動きが見られました。一方、小売業は消費者の節
約志向や需要停滞の影響を受け、厳しい状況となっています。今後もコスト上昇や人材確保、価格転嫁への対応が課題です。

※この調査は AI にて分析しております。

建設業（▲ 4.3）：

製造業（▲ 30.4）：

卸売業（▲ 4.5） ：

小売業（▲ 55.0）：

サービス業（20.0）：

景気動向調査


